
医学系研究支援プログラム（仮称）の概要 

１． 課題実施期間及び評価時期  

令和７年度～ 

中間評価 令和１０年度を予定 

２． 研究開発目的・概要 

ライフサイエンス研究は、基礎生命科学と臨床医学を合わせると国内、世界の論文

生産数の約半分を占め、研究力に大きな役割を果たしているが、基礎生命科学・臨

床医学ともに、ハイインパクトな論文数に占める日本のシェアは低下しており、創

薬シーズ創出やバイオテクノロジー開発といったイノベーションの源泉であるラ

イフサイエンス研究の研究力低下が懸念されている。これに加えて、我が国の医学

研究の中核的な機関である大学病院・医学部において、研究時間の減少が特に深刻

であり、医師の働き方改革が進められる中、医師である研究者の研究時間の状況は

更に厳しくなることが予測される。この状況を打開するため、大学病院・医学部に

おける研究力向上の取組と研究者の研究活動を一体的に支援することにより、医学

系研究者の研究時間の確保、他分野との連携の強化、海外等との頭脳循環などによ

る研究者の流動性向上を実現し、医学研究力の抜本的強化を図る。

３． 予算（概算要求予定額）の総額 

年度 令和７年度(初年度) 

概算要求予定額 調整中 

４． その他 

本プログラムは、大学病院政策とライフサイエンス政策の両面から取り組まれるべきも

のであり、「今後の医学教育の在り方に関する検討会」等において検討される大学病院政

策との連携が重要である。 

また、本プログラムについては、健康・医療戦略等の国家戦略へ貢献するものとなるよ

う、関係府省庁と連携して取り組まれることが必要である。 
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１．プランを推進するにあたっての⼤⽬標︓「環境・エネルギーに関する課題への対応」（施策⽬標９－２）
概要︓気候変動への対応やカーボンニュートラルの実現、それに伴う社会変⾰（GX）の推進等の地球規模課題は、⼈類の⽣存や
社会⽣活と密接に関係している。これらの諸問題に科学的知⾒をもって対応するため、環境エネルギー分野の研究開発成果を⽣み
出す必要がある。

２ー１．プログラム名︓環境エネルギー科学技術分野研究開発プログラム（気候変動研究）
概要︓気候変動に係る政策や具体的な対策の⽴案実施に資するよう、その根拠となる科学的知⾒を⽣み出すため、気候変動メカニ
ズムの解明や社会のニーズを踏まえた⾼精度予測データの創出を推進するとともに、国、⾃治体、企業等の気候変動対策を中⼼とした
意思決定への貢献につながる地球環境データ及び解析システムを利活⽤した研究開発を推進する。
２ー２．プログラム名︓環境エネルギー科学技術分野研究開発プログラム（GX技術）
概要︓カーボンニュートラルの実現に向けて、徹底的な省エネルギーや温室効果ガスの抜本的な排出削減を実現するため、従来の
延⻑線上ではない新発想に基づく脱炭素化技術や地域のカーボンニュートラルに必要な分野横断的な知⾒を創出するための基礎
基盤研究を推進する。

上位施策︓
 ⾰新的環境イノベーション戦略（令和2年1⽉21⽇統合イノベーション戦略推進会議決定）
 第６期科学技術・イノベーション基本計画 （令和３年３⽉26⽇閣議決定）
 地球温暖化対策計画 （令和3年10⽉22⽇閣議決定）
 気候変動適応計画（令和3年10⽉22⽇閣議決定）
 パリ協定に基づく成⻑戦略としての⻑期戦略 （令和３年10⽉22⽇閣議決定）
 統合イノベーション戦略2024 （令和６年６⽉4⽇閣議決定） ※詳細は別添

【環境エネルギー科学技術分野研究開発プラン】
令和４年７月２９日

環境エネルギー科学技術委員会

令和７年１月１０日一部改訂
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上位施策︓２ー１．環境エネルギー科学技術分野研究開発プログラム（気候変動研究）
 第６期科学技術・イノベーション基本計画 （令和３年３⽉26⽇閣議決定）

• ⾼精度な気候変動予測情報の創出や、気候変動課題の解決に貢献するため温室効果ガス等の観測データや予測情報などの地球環境ビッグデータの
蓄積・利活⽤を推進する。

• データ統合・解析システム（ＤＩＡＳ）を活⽤した地球環境ビッグデータの利⽤による災害対応に関する様々な場⾯での意思決定の⽀援や、地理空
間情報を⾼度に活⽤した取組を関係府省間で連携させる統合型G 空間防災・減災システムの構築を推進する。

 地球温暖化対策計画 （令和3年10⽉22⽇閣議決定）
• 気候変動メカニズムの解明や地球温暖化の現状把握と予測精度の向上及びそのために必要な技術開発の推進、地球温暖化が環境、社会・経済に与

える影響の評価、温室効果ガス排出量の削減及び適応策との統合などの研究を、国際協⼒を図りつつ、戦略的・集中的に推進する。
 気候変動適応計画（令和3年10⽉22⽇閣議決定）

• 国、地⽅公共団体、事業者、国⺠等、あらゆる主体が科学的知⾒に基づき気候変動適応を推進できるよう、気候変動適応に関する情報基盤である
A-PLATの充実・強化を図り、DIAS（データ統合・解析システム）とも連携して、気候変動影響及び気候変動適応に関する情報の収集、整理、分析
及び提供を⾏う。

 パリ協定に基づく成⻑戦略としての⻑期戦略 （令和３年10⽉22⽇閣議決定）
• 気候変動メカニズムの更なる解明、予測精度の向上、負の影響・リスクの評価など、観測を含む調査研究の更なる推進とその基盤の充実が重要である。
 統合イノベーション戦略2024 （令和6年６⽉4⽇閣議決定）

• 気候変動対策の基盤となる科学的知⾒（⾼解像度・⾼精度等の気候変動予測データ・ハザード予測データ）の創出及びその利活⽤を想定した研究
開発を⼀体的に実施。

• 引き続き、ＤＩＡＳを⻑期的・安定的に運⽤するとともに、共同研究を促進し、データ駆動による気候変動対策に向けた研究開発を実施。また、
2023 年７⽉に気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）の第７次評価報告書サイクルが開始し、新たな気候予測データの創出・提供が求めら
れていることから、ＩＰＣＣ等の国際枠組や国内に対して科学的知⾒を提供するため、ＤＩＡＳ等の整備・活⽤を進める。

• ＤＩＡＳを⻑期的・安定的に運⽤するとともに、気候変動対策の基盤となる地球環境ビッグデータの蓄積・統合・提供や、ＤＩＡＳの解析環境を活⽤
した共同研究を促進し、データ駆動による気候変動対策に向けた研究開発を実施。
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上位施策︓２ー２．環境エネルギー科学技術分野研究開発プログラム（GX技術）
 ⾰新的環境イノベーション戦略（令和2年1⽉21⽇統合イノベーション戦略推進会議決定）

• 発電・送電・配電・消費の各段階における電⼒変換で⽣じてしまう電⼒損失を、⼤幅に低減できるパワーエレクトロニクス技術の⾼性能化・低コスト化のた
めの研究開発を⾏い、新規⽤途等に向けたデバイスの 2050 年までの普及拡⼤を⽬指す。

• 気候変動メカニズムの更なる解明、予測精度の向上、観測を含む調査研究の更なる推進、情報基盤の強化、各技術のGHG排出量等の試算・課題検
討を通じて、GHG削減効果の検証及び効果的な技術の抽出に貢献する国内外の科学的知⾒を充実する。

• 各技術のGHG排出量等の試算・課題検討によるGHG削減に効果的な技術の抽出等を進め、脱炭素社会実現への道筋を提案する。
 第６期科学技術・イノベーション基本計画 （令和３年３⽉26⽇閣議決定）

• 国⼟全体に網の⽬のように張り巡らされた、省電⼒、⾼信頼、低遅延などの⾯でデータやＡＩの活⽤に適した次世代社会インフラを実現する。（中略）
さらに、宇宙システム（測位・通信・観測等）、地理空間（Ｇ空間）情報、ＳＩＮＥＴ、ＨＰＣ（High-Performance Computing）を含む次
世代コンピューティング技術のソフト・ハード⾯での開発・整備、量⼦技術、半導体、ポスト５GやBeyond 5Gの研究開発に取り組む。

 パリ協定に基づく成⻑戦略としての⻑期戦略 （令和３年10⽉22⽇閣議決定）
• 2050年カーボンニュートラルを実現するために、再⽣可能エネルギーについては、主⼒電源として最優先の原則の下で最⼤限の導⼊に取り組み、⽔素・

CCUSについては、社会実装を進めるとともに、原⼦⼒については、国⺠からの信頼確保に努め、安全性の確保を⼤前提に、必要な規模を持続的に活⽤
していく。

• 脱炭素社会を実現していく上では、「イノベーション＝技術⾰新」という単⼀的な⾒⽅を是正し、（中略）その観点から、性能や効率も重要だが、ユー
ザーに選ばれることができなければせっかくの性能も発揮できないため、ニーズ側や未来社会像から発想するイノベーションも重要である。

• 技術を創出するイノベーションと合わせて 、社会の脱炭素化を実現していくためには、技術を普及させていく「経済社会システムのイノベーション」が不可⽋
である。

• 各地域がその特性を⽣かした強みを発揮し、⾃⽴・分散型社会を形成しつつ、更に地域間が連携し、より広域なネットワークを構築していくことで、補完し
⽀えあいながら農⼭漁村も都市もカーボンニュートラルな地域に移⾏していくことが重要である。

 統合イノベーション戦略2024 （令和6年６⽉4⽇閣議決定）
• GteXにおいて、⾮連続なイノベーションをもたらす⾰新的ＧＸ技術の創出を⽬指し、オールジャパンのチーム型研究開発を展開し、社会実装を⾒据えた

産業界との連携や海外連携も⾏いながら、⼤学等の基盤研究開発と将来技術を⽀える⼈材育成を推進。
• 2023年度から開始したGteX及びALCA-Nextを推進し、バイオものづくりを含む、⼤学等におけるカーボンニュートラル社会の実現に貢献する⾰新的GX

技術に係る基礎研究や⼈材育成を強化するとともに、地球システムという⼈類の共有財産（グローバル・コモンズ）の維持に向けて、多階層科学データに
基づき環境資源科学を発展させ、植物や微⽣物の機能強化、⾼機能触媒の開発、共⽣関係を活⽤した作物⽣産技術の開発等を推進。

• カーボンニュートラルに向けた知⾒創出及び⼤学等間ネットワークを活⽤した情報発信を強化。
• 超省エネ・⾼性能なパワーエレクトロニクス機器の実現を⽬指した研究開発を推進。
• 次世代の半導体集積回路の創⽣に向けた研究開発及び⼈材育成を進めるアカデミアにおける中核的な拠点形成を推進。
• 「半導体・デジタル産業戦略」、「次世代半導体のアカデミアにおける研究開発等に関する検討会」の議論等を踏まえ、次世代の半導体集積回路の創⽣

に向けた研究開発及び⼈材育成を進めるアカデミアにおける中核的な拠点形成を推進。

60



2030
(FY12)

2029
(FY11)

2028
(FY10)

2027
(FY9)

2026
(FY8)

2025
(FY7)

2024
(FY6)

2023
(FY5)

2022
(FY4)

2021
(FY3)

2020
(FY2)

中

中前

前

後

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
プログラム達成状況の評価のための指標（プログラム２－１）

〇アウトプット指標：論文累積件数（①②）／海外連携実績（②）／共通基盤技術(アプリケーション等)の件数（③④）
データセットの登録累積件数（④）

〇アウトカム指標：国、地方自治体、国際機関、民間企業等の気候変動対策検討への活動実績（①②）／DIASの利用者数（③④）

【環境エネルギー科学技術分野研究開発プラン／環境エネルギー科学技術分野研究開発プログラム】

環境エネルギー科学技術委員会

①統合的気候モデ
ル高度化研究プロ
グラム

②気候変動予測先端研究プログラム

全ての気候変動対策の基盤となる気候モデルの開発等を通じて、気候
変動メカニズムの解明や高精度な気候変動予測情報の創出等を実施
。脱炭素社会実現に向けて温室効果ガス排出許容量(カーボンバジェッ
ト)等を評価

後 中

③地球環
境情報プ
ラット
フォーム
構築推進
プログラム
(DIAS)

後

④地球環境データ統合・解析プラットフォーム事業

気候変動、防災等の地球規模課題の解決に貢献するため、地球環境ビッグデータ（地球観測データ・気候変動予測データ等）を蓄積・統
合解析・提供するプラットフォーム「データ統合・解析システム（DIAS）」を運用・整備するとともに、プラットフォームを利活用した研究開発
を推進

気候変動
に関する
政府間パ
ネル
（IPCC）へ

の貢献や、
国、地方
自治体、
国際機関、
民間企業
等の気候
変動対策
検討への
活用

中

地球環境
データを蓄
積・統合解
析・提供す
るデータ統
合・解析シ
ステム
(DIAS)を
活用した
地球環境
分野のデ
ータ利活
用を推進

全ての気候
変動対策の
基盤となる
科学的知見
の創出のた
めの気候変
動予測研究
を推進61



2030
(FY12)

2029
(FY11)

2028
(FY10)

2027
(FY9)

2026
(FY8)

2025
(FY7)

2024
(FY6)

2023
(FY5)

2022
(FY4)

2021
(FY3)

2020
(FY2)

前

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
プログラム達成状況の評価のための指標（プログラム２－２）
〇アウトプット指標：大学等間ネットワークへの参加大学等数（①）／研究開発テーマ数（②③④）／形成された拠点数（④）
〇アウトカム指標：論文累積件数（①②③④）／特許出願累積件数（②③④）／分野横断の共同研究件数（③）／企業との共同研究件数（④）

環境エネルギー科学技術委員会

①大学の力を結集した、地域の脱炭素化加速のための基盤研究開発

大学等が地域の脱炭素化の取組を支援するためのツール等の開発に係る基
盤的研究の推進と研究成果等の共有のための大学間ネットワークの構築

②省エネル
ギー社会
の実現に
資する次世
代半導体
研究開発

③革新的パワーエレクトロニクス創出基盤技術研究開発事業
GaN等の優れた材料特性を実現できるパワーデバイスやその特性を最大
限活かすことのできるパワエレ回路システム、その回路動作に対応できる
受動素子等を創出し、超省エネ・高性能なパワエレ技術の創出を実現

中

大学等が地域の
脱炭素化に向け
た取組を支援す
るために必要な
基盤的な研究開
発を推進

大学等との連携
により地域の
カーボンニュート
ラルへの取組を
加速し、我が国
のカーボンニュー
トラル目標の実
現に貢献

後

次世代半
導体の研
究開発を
加速、基礎
基盤研究
を推進

④次世代X-nics半導体創生拠点形成事業
2035～2040年頃の社会で求められる全く新しい半導体集積回路をアカデミアにおいて創生することを目指し、新しい原理や材
料を活用した挑戦的な研究開発及び人材育成を行う拠点形成を推進

後

前 中

【環境エネルギー科学技術分野研究開発プラン／環境エネルギー科学技術分野研究開発プログラム】

次世代半導体
のウエハ及び
それらを活用し
たデバイスの研
究開発を促進

JST

戦略的創造研究推進事業
先端的低炭素化技術研究開発(ALCA)

理研

環境資源科学研究事業

創発物性科学研究事業

革新的GX技術創出事業(GteX)

戦略的創造研究推進事業 先端的カーボンニュートラル技術開発(ALCA-Next)

未来社会創造事業「地球規模課題である低炭素社会の実現」領域
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気候変動予測先端研究プログラムの概要 

 

 

１． 課題実施期間及び評価時期   

令和４年度～令和８年度 

中間評価 令和６年度を予定 

 

２． 研究開発概要･目的 

これまでの成果を発展させ、気候変動対策に必要な科学的根拠を創出し、防災対策等の適応策

や脱炭素対策等の様々な気候変動対策において経験則による対策からデータを活用した対策等へ

のパラダイムシフト（気候変動対策のデジタルトランスフォーメーション（DX））を加速するため、

気候変動予測シミュレーション技術の高度化等により将来予測の不確実性の低減を図り、気候変

動メカニズムの解明や、気候予測データの高精度化等とその利活用までを想定した研究開発を一

体的に推進する。 

 

３． 予算（概算要求予定額）の総額 

年度 R4 

(初年度) 

R5 R6 

予算額 550 百万円 548 百万円 548 百万円 

執行額  
550 百万円 

 
548 百万円 

 
－ 
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地球環境データ統合・解析プラットフォーム事業の概要 

 

１. 課題実施期間及び評価時期 

令和３年度～  令和 12 年度 

中間評価   令和５年度及び  令和８年度、事後評価   令和 13 年度を予定 

 

２． 研究開発目的・概要 

地球環境ビッグデータを蓄積・統合解析する「データ統合・解析システム（DIAS : Data Integration 

and Analysis System）」について、これまでの強みを生かし更に拡大・発展させ、気候変動対策等の

地球環境全体の情報基盤として社会貢献を実現するデータプラットフォームとして、長期的・安定的

な運用の確立を目指す。 

 

３． 研究開発の必要性等 

これまでの水課題（水災害）を中心とした成果、実績を活かし、研究開発基盤としての DIAS の強み、

特徴を更に拡大、展開させることで、地球環境ビッグデータを活用した気候変動対策等の地球環境全

体の情報基盤として、気候変動に伴う様々な社会経済活動への影響への対策等への貢献や、地球規模

課題解決に向けた国際貢献を実現するデータプラットフォームの長期的・安定的運用を目指しており、

必要性、有効性及び効率性の観点から評価した結果、推進すべき事業である。 

 

４． 予算（執行額）の変遷 

年度 R3(初年度) R4 R5 R6 

予算額 379 百万 588 百万 

 

679 百万 

 

379 百万 

 

執行額 379 百万 379 百万 588 百万 － 

 

５． 課題実施機関･体制 

代表者  海洋研究開発機構 石川 洋一 

実施機関 海洋研究開発機構、北見工業大学、早稲田大学、国立情報学研究所、 

東京大学、京都大学、大阪成蹊大学、九州大学 
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革新的パワーエレクトロニクス創出基盤技術研究開発事業の概要 

 

１. 課題実施期間及び評価時期   

令和２年度～  令和７年度 

中間評価 令和５年度、事後評価 令和８年度を予定 

 

２． 研究開発目的・概要 

あらゆる電気機器の省エネ・高性能化につながる革新的パワーエレクトロニクス

技術を創出するため、パワエレ回路システムを中心とする、パワーデバイス、次世

代半導体に対応した受動素子等の一体的な基礎基盤研究開発を推進する。 

 

３． 研究開発の必要性等 

本研究開発課題は我が国の強みを生かし、地球温暖化対策、エネルギーの安定確

保という喫緊の課題解決に資するものであり、必要性、有効性及び効率性の観点か

ら、推進すべき事業であると評価された。実施に当たっては、出口を見据えて産業

界や関係府省との緊密な連携体制の構築を進めることが重要である。 

 

４． 予算（執行額）の変遷 

年度 R2(初年度) R3 R4 R5 R6 

予算額 670 百万 

（R2 補正） 

1,353 百万 1,353 百万 1,353 百万 1,353 百万 

 

執行額 670 百万 1,351 百万 1,352 百万 1,352 百万 － 
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５． 課題実施機関･体制 

＜パワーデバイス領域＞ 

研究代表者   東海国立大学機構名古屋大学未来材料・システム研究所附属未来エレク

トロニクス集積研究センター センター長・教授 天野 浩 

代表機関    東海国立大学機構名古屋大学 

連携機関    株式会社豊田中央研究所、富士電機株式会社、物質・材料研究機構、北

海道大学、東北大学、筑波大学、名城大学、大阪大学 

 

＜受動素子領域＞ 

研究代表者   北海道大学大学院工学研究院 研究院長 幅崎 浩樹 

代表機関    北海道大学 

連携機関    山梨大学、九州工業大学、日本ケミコン株式会社 

 

研究代表者   物質・材料研究機構磁性・スピントロニクス材料研究センター 招聘研

究員 岡本 聡 

代表機関    物質・材料研究機構 

連携機関    東北大学、東京都立大学、産業技術総合研究所、東京理科大学、京都大

学、株式会社トーキン、名古屋工業大学、青山学院大学 

 

研究代表者   信州大学学術研究院（工学系） 教授 水野 勉 

代表機関    信州大学 

連携機関    大阪大学 

 

＜パワエレ回路システム領域＞ 

研究代表者   東北大学国際集積エレクトロニクス研究開発センター 研究開発部門長 

教授 高橋 良和 

代表機関    東北大学 

連携機関    茨城大学、早稲田大学 

 

研究代表者   東京都立大学大学院システムデザイン研究科 教授 和田 圭二 

代表機関    東京都立大学 

連携機関    横浜国立大学、筑波大学 

 

＜次々世代・周辺技術領域＞ 

研究代表者   大阪大学大学院工学研究科 教授 渡部 平司 

代表機関    大阪大学 

連携機関    産業技術総合研究所、関西学院大学 
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研究代表者   産業技術総合研究所エネルギー・環境領域先進パワーエレクトロニクス

研究センター 副研究センター長 竹内 大輔 

代表機関    産業技術総合研究所 

連携機関    金沢大学、筑波大学 

 

研究代表者   産業技術総合研究所エネルギー・環境領域先進パワーエレクトロニクス

研究センター 副研究センター長 原田 信介 

代表機関    産業技術総合研究所 

連携機関    なし 

 

研究代表者   千葉大学大学院工学研究院 教授 佐藤 之彦 

代表機関    千葉大学 

連携機関    なし 

 

研究代表者   東北大学大学院工学研究科 教授 齊藤 伸 

代表機関    東北大学 

連携機関    なし 

 

研究代表者   東海国立大学機構名古屋大学大学院理学研究科 准教授 谷口 博基 

代表機関    東海国立大学機構名古屋大学 

連携機関    慶應義塾大学、株式会社村田製作所 

 

研究代表者   東北大学未来科学技術共同研究センター 教授 長 康雄 

代表機関    東北大学 

連携機関    なし 

 

研究代表者   東北大学金属材料研究所 教授 吉川 彰 

代表機関    東北大学 

連携機関    株式会社 C&A、鳥取大学 

 

＜研究支援＞ 

研究代表者   株式会社三菱総合研究所社会インフラ事業本部イノベーション戦略グル

ープ 主任研究員 山野 宏太郎 
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次世代 X-nics 半導体創生拠点形成事業の概要 

 

１． 課題実施期間及び評価時期   

令和４年度～  令和 13 年度 

中間評価 令和８年度、事後評価 令和 14 年度を予定 

 

２． 研究開発概要･目的 

我が国の半導体産業基盤の強化に向け、産業競争力に直結する４つの領域を対象に、代表

研究者の強力なリーダーシップの下、産学の研究者が結集し、協調領域における基礎・基盤

研究からそれらを競争領域における次世代の半導体デバイス・技術創生に繋げる研究開発の

戦略的推進及び人材を育成する目に見える（コントロールタワー）拠点を形成。 

 

３． 研究開発の必要性等 

半導体分野については、省エネルギーを実現する次世代の半導体創生と中長期的な国内におけ

る半導体の安定供給を目指し、産業界側とも連携しながら、アカデミアにおける研究開発、人材

育成施策を展開していくことが求められている。本事業は、国内でこれまでまとまった投資が行

われてこなかったが産業政策や国際競争の観点から極めて重要な半導体分野の国内の大学・国研

等における研究・人材育成拠点を推進するフラグシップ事業であり、確実に実施することが望ま

しい。 

 

４． 予算（執行額）の変遷 

年度 R3(初年度) R4 R5 R6 

予算額 3,000 百万円 2,021

百万円 

1,234

百万円 

 

900 百

万円 

執行額 3,000 百万円 2,020 百万

円 

 

1,231 百万

円 

― 
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５． 課題実施機関･体制 

業務主任者   国立大学法人東京大学大学院工学系研究科附属 

システムデザイン研究センター 教授 池田 誠 

代表機関    国立大学法人東京大学 

連携機関    なし 

 

業務主任者   国立大学法人東北大学国際集積エレクトロニクス研究開発センター 

センター長 遠藤 哲郎 

代表機関    国立大学法人東北大学 

連携機関    国立大学法人北海道大学、国立大学法人東京大学、国立大学法人東京科

学大学、国立大学法人電気通信大学、国立大学法人京都大学、国立大学

法人大阪大学、国立大学法人九州大学、学校法人慶応義塾慶應義塾大学、

国立研究開発法人物質・材料研究機構、国立研究開発法人宇宙航空研究

開発機構 

 

業務主任者   国立大学法人東京科学大学科学技術得創成研究院 

集積 Green-niX+研究ユニット 教授 若林 整 

代表機関    国立大学法人東京科学大学 

連携機関    国立大学法人豊橋技術科学大学、国立大学法人広島大学、学校法人明治

大学、国立研究開発法人産業技術総合研究所、国立研究開発法人量子科

学技術研究開発機構、国立大学法人長岡技術科学大学、独立行政法人国

立高等専門学校機構熊本高等専門学校 
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１．プランを推進するにあたっての大目標：「未来社会を見据えた先端基盤技術の強化」（施策目標９－１）
概要：我が国の未来社会における経済成長とイノベーションの創出、ひいてはSociety 5.0 の実現に向けて、幅広い分野での活用の可能性を秘める先端計測、光･量子
技術、ナノテクノロジー･材料科学技術等の共通基盤技術の研究開発等を推進する。

２．プログラム名：ナノテクノロジー・材料科学技術分野研究開発プログラム
概要：ナノテクノロジー・材料科学技術は、他分野の研究開発を支える基盤となる重要な分野であり、幅広い応用が期待される。望ましい未来社会の実現に向けた中長
期的視点での研究開発の戦略的な推進や実用化を展望した技術シーズの展開、最先端の研究基盤の整備強化等に取り組むことにより、ナノテクノロジー・材料科学技術
分野の強化を図り、革新的な材料の創製や研究人材の育成、社会実装等につなげる。

【ナノテクノロジー・材料科学技術分野研究開発プラン】
令和４年７月22日決定
令和６年７月31日改定

ナノテクノロジー・材料科学技術委員会

●第6期科学技術・イノベーション基本計画（令和3年3月26日閣議決定）

第２章 Society 5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策

・ＡＩ、バイオテクノロジー、量子技術、マテリアルや、宇宙、海洋、環境エネルギー、健康・医療、食料・農林水産業等の府省横断的に推進すべき分野について、国家戦略に基づき着実
に研究開発等を推進する。

・データ駆動型の研究を進めるため、2023年度までに、マテリアル分野において、良質なデータが創出・共用化されるプラットフォームを整備し、試験運用を開始する。

第３章 科学技術・イノベーション政策の推進体制の強化

④マテリアル 第６期基本計画期間中は、「マテリアル革新力強化戦略」に基づき、国内に多様な研究者や企業が数多く存在し、世界最高レベルの研究開発基盤を有している強みを生
かし、産学官関係者の共通ビジョンの下、産学官共創による迅速な社会実装、データ駆動型研究開発基盤の整備と物事の本質の追求による新たな価値の創出、人材育成等の持続発
展性の確保等、戦略に掲げられた取組を強力に推進する。

●マテリアル革新力強化戦略（令和3年4月27日統合イノベーション戦略推進会議決定）
＜概要＞
「マテリアル革新力」（マテリアル・イノベーションを創出する力）強化に向け、良質なマテリアルの実データの収集・蓄積、利活用促進、重要なマテリアル技術・実装領域での戦略的研究開
発等を推進。
＜戦略策定の意義＞

「マテリアル革新力」を「マテリアル・イノベーションを創出する力」と定義し、本戦略は、それを強化するための戦略と位置付け、具体的には、2030年の社会像・産業像を見据え、Society 
5.0の実現、ＳＤＧｓの達成、資源・環境制約の克服、強靭な社会・産業の構築等に重要な役割を果たす、「マテリアル革新力」を強化するために、社会実装、研究開発、産官学連携
、人材育成を含めた総合的な政策パッケージでとして活用する。
＜アクションプラン＞
１．革新的マテリアルの開発と迅速な社会実装
２．マテリアルデータと製造技術を活用したデータ駆動型研究開発の促進
３．国際競争力の持続的強化
※本戦略は関連する記載内容が膨大なため、「マテリアル革新力強化戦略」本体を別添とする。

【対象となる研究開発課題】 ※令和５年度１月時点
材料の社会実装に向けたプロセスサイエンス構築事業（Materealize）／マテリアル先端リサーチインフラ（ARIM）
データ創出・活用型マテリアル研究開発プロジェクト（DxMT）

上位施策：（特に関連のある内容を抜粋しています。）
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【ナノテクノロジー・材料科学技術分野研究開発プラン／ナノテクノロジー・材料科学技術分野研究開発プログラム】
ナノテクノロジー・材料科学技術委員会

2016

(FY28)

2017

(FY29)

2018

(FY30)

2019

(FY1)

2020

(FY2)

2021

(FY3)

2022

(FY4)

2023

(FY5)

2024

(FY6)

2025

(FY7)

2026

(FY8)

2027

(FY9)

2028

(FY10)

2029

(FY11)

2030

(FY12)

2031

(FY13)

前

⑤元素戦略プロジェクト（研究拠点形
成型）

我が国の産業競争力強化に不可欠であ
る希少元素の革新的な代替材料を開発
するため、共同研究組織の密接な連
携・共働の下、物質中の元素機能の理
論解明・解析・特性評価を一体的に実
施する。

①ナノテクノロジープラットフォーム
ナノテクノロジーに関する最先端の研究
設備とその活用のノウハウを有する機関
が協力して、技術領域に応じた全国的な
設備の共用体制を構築するとともに、産
学官連携や異分野融合を推進する。

ナノテクノロ
ジー・材料
科学技術を
支える基盤
の強化・活
用及びデー
タの活用

④データ創出・活用型マテリアル研究開発プロジェクト
10年先の社会像・産業像（カーボンニュートラルの実現、Society5.0の実現、SDGsの達成
、資源・環境制約の克服、強靭な社会・産業の構築）の実現に重要な役割を果たす革新的
な機能を有するマテリアルを効率的に創出することを目的とし、従来の試行錯誤型研究に
データ駆動型研究を取り入れた次世代の共同研究組織を形成し、研究開発を実施する。

後

広範な社会
的課題の解
決に資する
研究開発の
推進

共用の活動を通じて、
我が国のナノテクノロジ
ー・材料研究の研究開
発投資の効率化と成果
最大化に資する。

後
③材料の社会実装に向けたプロセスサイエンス構築事業
死蔵させずにマテリアルを社会実装するために、産学官が
連携した体制を構築し、マテリアルを作り上げる工程で生
じる諸現象の解明、制御技術の創出、プロセスの設計を一
気通貫で取り組み、プロセスサイエンスの構築を目指す。

②マテリアル先端リサーチインフラ
我が国全体で高品質なマテリアルデータが持続的かつ効果的に創出・利活用
されるマテリアルDXプラットフォーム構想を実現するため、重要技術領域ご
とに強みを持つ先端設備群を有するハブと特徴的な装置・技術を持つスポー
クからなるハブ＆スポークの体制を構築し、最先端設備の共用及びデータ収
集・蓄積・構造化を実施する。

後

未来社会に
おける新た
な価値創出
に向けた研
究開発の推
進

中

「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
プログラム達成状況の評価のための指標

○アウトプット指標： 先端共用設備における利用者に対する支援件数（①②）／利用料収入（①②）／登録機器数（②）／プロセス設計指針（「プロセス・構造・物性」の相関の件数）（③）
連携体制の構築につながるコンソーシアムの設立数（③）／公開イベントの開催数（④）／参画機関数（⑤）

○アウトカム指標  ： 査読付論文数（①②③④⑤）／利用者による特許出願件数（②）／産学官からの相談件数（③）／資金導入機関からの資金導入状況（③）
コンソーシアム等参画企業数（③）／論文の被引用数（④）／公開イベントの参加者数（④）
５つのフォーカス領域（代替・減量・循環・規制・新機能）の対象材料に関する特許数（⑤）

後

中

中

中

中

中

前

「超スマート社会」を実
現するために必要とな
る機能性材料・構造材
料の新たな研究手法の
開発等を推進。

また、新たな技術領域・
未来社会を切り拓く挑
戦的な基礎・基盤的な
研究開発も推進。

後

前

中

中
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マテリアル先端リサーチインフラ（ARIM）の概要

１． 課題実施期間及び評価時期 

実施期間：令和３年度～令和 12年度 

中間評価：令和５年度及び令和８年度、事後評価：令和 13年度を予定 

２． 研究開発目的・概要 

・目的

全国各地に整備し蓄積してきた「ナノテクノロジープラットフォーム」等によ

る優良な研究基盤や、新たに導入する最先端・ハイスループットの設備を活用し、

産学官の多様な利用者に対して、先端設備の共同利用を可能とする環境や課題解

決への最短アプローチの提供を図りつつ、高品質なデータの創出が可能な共用基

盤の整備を実施する。これにより「マテリアル革新力強化戦略」において掲げる

マテリアルＤＸプラットフォームを我が国全体として実現することに繋げる。

・概要

大学・国立研究開発法人等において、広範な分野にわたって充実した最先端設

備群及び技術・ノウハウを有するハブ機関と、一定の領域で特徴的な設備・技術

を有するスポーク機関（以下「ハブ＆スポーク」という。）からなる全国体制によ

って、各機関が保有する設備・技術・ノウハウ・データを共用することで、我が

国におけるマテリアル分野の研究開発を先導し支える研究インフラ・プラットフ

ォームを目指す。複数のハブのうち一つの機関を、本事業全体の運営事務局等を

担う「センターハブ」とし、センターハブが事務局となって運営する運営機構の

リーダーシップのもと、ハブ＆スポークの各機関は、対象領域として示された重

要技術領域に強みを持つ設備・技術等の共用を図るとともに、当該領域に関する

高品質なデータを収集、蓄積する。

また、各ハブ機関は、データを収集、蓄積するためのデータ管理システムを構

築し、ハブ＆スポークの各機関が創出するデータを集約するとともに、高品質で

膨大なデータ群を利活用可能なデータセットに変換（以下「データ構造化」とい

う。）する。さらに、利用者に対するデータ利活用環境の構築、提供を図り、さら

なるデータ駆動型研究に供する。また蓄積したデータのうち一部は、今後、国立

研究開発法人物質・材料研究機構が構築していくデータベース（以下「データ中

核拠点」という。）へ登録することにより、前述のマテリアルＤＸプラットフォー

ム構想下で、最先端のデータ基盤及びデータ利活用環境を構築する。

※ 研究開発課題名については、事前評価時は「マテリアルデータインフラ事業」であったが、

事業開始時に現在の研究開発課題名に変更している。

※ 事前評価時に設定された課題の達成目標を再設定している。
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３． 研究開発の必要性等

（１）必要性

○「統合イノベーション戦略 2020」（令和２年７月 17 日閣議決定）において、目指

すべき将来像として、

・マテリアル研究開発のデジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）を加速し、

マテリアル領域から、データ活用の「ジャパンモデル」を世界に先駆けて確

立・提示することにより、デジタル革命の中で、また、これからの世界が強靭

な社会・産業づくりを目指していく中で、我が国が世界のリーダーシップを獲得

と掲げられている。また、目標達成に向けた施策・対応策としては、 

・高品質なデータとデータ構造を創出することが可能な、産学官が利用できる共

用施設・設備群を我が国全体として整備していくため、データ取得型の共用基

盤整備の在り方について、2020 年度から検討を進め、必要となる取組を速やか

に実施する。その際、2021 年度末に終了予定のナノテクノロジープラットフォ

ーム事業の成果の有効活用を念頭に置いて検討を進める。

と記載されている。 

○マテリアル革新力強化のための政府戦略に向けての提言では、

・近年、米中貿易摩擦等に伴いマテリアルのグローバル・サプライチェーンに大

きな変化が発生し、新型コロナウイルス感染症の世界的流行に伴い、サプライ
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チェーン断絶のリスクの存在が改めて浮き彫りとなっている。経済安全保障上

の観点から、我が国のサプライチェーンを強靭化するためのマテリアル・イノ

ベーションが求められている。我が国の輸出産業の要であるマテリアルの取組

が、今後の日本経済の行方に大きな影響を与える。

・ここで注目すべきは、我が国における、最先端大型研究施設や、ナノテクノロ

ジープラットフォーム事業等を通じて整備されてきた共用施設・設備群の存在

である。こうした先端施設・設備は、産学官の優れたマテリアル研究者・技術

者やマテリアルユーザーをつなぎ、共同研究の醸成、技術の橋渡し、人材育成

といった重要な役割を担ってきている。また、良質なマテリアルデータを生み

出すことのできる材料設計・製造にノウハウを持つ優れた人材が全国各地に存

在していることや、高度な技術力を持った計測・分析機器、加工、装置企業が

数多く存在していることも我が国の強みである。こうした強みを最大限生かし

ながら、高品質なマテリアルデータの創出・活用を加速する取組を実施するこ

とが、我が国のマテリアル革新力を高めていく上で大きく求められている。

と記載されている。 

以上から、本施策を実施する必要性は高いと考えられる。 

（２）有効性

○設備等の共用化：

令和３年度で終了した「ナノテクノロジープラットフォーム」では、ナノテク

ノロジーに関する設備等を共用化することで、数多くのアウトカム（アカデミア

における学会発表数、論文数、表彰件数、民間における事業化事例、企業からの

利用者数）が実証された。本事業は、引き続き共用化を推進していく上で、マテ

リアル・イノベーションが大きな価値をもたらす社会実装領域と、我が国が真に

伸ばすべき重要技術領域を強化の対象とし、ハブ＆スポークの全国体制によりカ

バレッジとアクセス性を改善し、我が国のマテリアル研究基盤のプレゼンスを高

めることが期待される。

○データ収集・蓄積・構造化の推進：

データ駆動型研究を推進していく上では、論文・特許などに使用される一部の

データだけでなく、一般に公開されることのない膨大な周辺データを利活用する

ことが重要である。しかしながら、周辺データは研究者個人の管理下に留まって

いるのが現状であり、「ナノテクノロジープラットフォーム」においても一部の機

関で先行的にデータ共有の取組が始められているものの、各装置に付帯して留ま

っていることが課題である。本事業では、ハブ＆スポークの各機関から創出され

たデータを構造化する機能を導入し、将来的に多くの研究者がそれらの膨大なデ

ータを容易に利活用可能にしていく。完成したデータセットの一定割合はデータ

中核拠点に登録することでデータ基盤が強化され、ＡＩ・データ科学を用いた効

率的なマテリアルの創出や、プロセス技術の開発につながることが期待される。 
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○データ利活用化の体制：

大学・国立研究開発法人等において、広範な分野にわたって充実した最先端設

備群及び技術・ノウハウを有するハブ機関と、一定の領域で特徴的な設備・技術

を有するスポーク機関からなるハブ＆スポークのプラットフォーム体制を構築す

る。その際、各ハブ機関は、強みを持つ重要技術領域に関連する最先端設備群等

の導入と共用を図るとともに、ハブ＆スポークの各機関から創出されるデータの

収集・蓄積・構造化を進めていく。本体制を導入することで、各機関から創出さ

れるデータが重要技術領域ごとに一元的に管理される。加えて、データクレンジ

ングからデータセットに仕上げるための技術・ノウハウをハブ機関で蓄積・高度

化し、適宜スポークへの技術・ノウハウの共有と展開を進めていくことで、高品

質なデータの効率的な蓄積が期待される。

○専門技術人材及びマテリアル×デジタル人材の育成：

これまで「ナノテクノロジープラットフォーム」で蓄積されてきたノウハウを

生かし、本事業においてもユーザーの抱える技術的な問題解決等を担う高度な専

門性を有する技術人材に対し、国内外の技術者間の相互交流や研修等を通じて育

成を行う。 

また、ハブ機能としてスポーク機関を含めて創出した膨大なデータに関して、

データクレンジングからデータセットに仕上げるまでの作業を実施するためには、

システム設計・データ処理のできる「マテリアル×デジタル」の素養を備えた人

材が必要となる。前述のマテリアルＤＸプラットフォーム構想下で、先行的に取

組を進めているデータ中核拠点との、技術・ノウハウ供与をはじめとする相互交

流等を通じたシナジー効果により、マテリアル×デジタル人材を育成する。

以上から、本施策を実施する有効性は高いと考えられる。 

（３）効率性

○データ創出基盤整備：

次々に登場する新技術に対する利用ニーズに対応するためには、先端設備の戦

略的な導入・更新と、常に装置の最高性能を引き出すことを可能とするメンテナ

ンスが必要であるが、日本全国の共用設備を更新していくことは、リソースの制

約上、極めて困難である。

本事業では、重要技術領域に紐づくハブ機関を設置して、その領域で必要とな

る最先端の装置群をハブ機関に重点的に導入し、関連する基盤技術を一元的に取

り扱えるようにすることで、最先端の技術とノウハウを蓄積し、新技術に対する

利用ニーズに対応するとともに、データの効率的な創出を可能にしていく。また、

スポーク機関と技術ノウハウを共有する仕組みを設けることで、全国どこでも的

確な技術支援を提供する環境を構築する。これらの取組を通じて、我が国の研究

開発に対する最先端の基盤技術を全国展開していくことが可能となり、費用対効

果の最大化が期待される。
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○事業運営における費用構造の最適化：

本事業の運営資金においては、文部科学省による事業委託費だけでなく、保有

する設備の利用やデータ利活用、専門技術人材のノウハウ提供への対価としてユ

ーザーから適切な利用料を徴収することにより、事業の持続可能性を高め、成果

を最大化する。 

以上から、本施策の効率性は高いと考えられる。 

４． 予算（執行額）の変遷 

年度 R2(初年度) R3 R4 R5 翌年度以降 総額 

予算額 2,000百万 3,912百万 3,732百万 2,641百万 14,494百万 

（見込額） 

26,780百万 

（見込額） 

執行額 2,000百万 3,912百万 － － － － 

５． 課題実施機関･体制 

・運営機構

業務主任者 物質・材料研究機構 運営機構長 小出 康夫 

受託機関 物質・材料研究機構 

・センターハブ

業務主任者 物質・材料研究機構 理事 花方 信孝 

受託機関 物質・材料研究機構 

・高度なデバイス機能の発現を可能とするマテリアル

業務主任者 東北大学 教授 戸津 健太郎 

ハブ機関 東北大学 

スポーク機関 筑波大学、豊田工業大学、香川大学 

・革新的なエネルギー変換を可能とするマテリアル

業務主任者 東京大学 教授 幾原 雄一 

ハブ機関 東京大学 

スポーク機関 広島大学、日本原子力研究開発機構 

・量子・電子制御により革新的な機能を発現するマテリアル

業務主任者 物質・材料研究機構 理事 花方 信孝 

ハブ機関 物質・材料研究機構 

スポーク機関 北海道大学、東京工業大学、産業技術総合研究所、量子科学技術研究

開発機構 
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・マテリアルの高度循環のための技術

業務主任者 物質・材料研究機構 理事 花方 信孝 

ハブ機関 物質・材料研究機構 

スポーク機関 自然科学研究機構 分子科学研究所、名古屋工業大学、電気通信大学 

・次世代バイオマテリアル

業務主任者 名古屋大学 教授 馬場 嘉信 

ハブ機関 名古屋大学 

スポーク機関 早稲田大学、公立千歳科学技術大学、北陸先端科学技術大学院大学 

・マルチマテリアル化技術・次世代高分子マテリアル

業務主任者 京都大学 教授 土屋 智由 

ハブ機関 京都大学 

スポーク機関 大阪大学、奈良先端科学技術大学院大学、山形大学 

・次世代ナノスケールマテリアル

業務主任者 九州大学 教授 村上 恭和 

ハブ機関 九州大学 

スポーク機関 信州大学 

６． その他

・プログラム運営委員会

プログラム・ディレクター（PD） 

曽根 純一 東京理科大学 研究推進機構総合研究院 客員教授 

サブプログラム・ディレクター（sPD）

伊藤 聡 公益財団法人計算科学振興財団 チーフコーディネータ 

プログラム・オフィサー（PO） 

永野 智己 国立研究開発法人 科学技術振興機構 研究監・研究開発戦略セン

ター 総括ユニットリーダー

田中 竜太 横河電機株式会社マーケティング本部 バイオエコノミー事業開拓

センター長

専門委員 

片岡 一則 公益財団法人川崎市産業振興財団 副理事長・ナノ医療イノベーシ

ョンセンター長 

佐藤 馨 JFEテクノリサーチ株式会社 フェロー 

石井 伸晃 一般社団法人ナノテクノロジービジネス推進協議会 事務局長 

藤田 博之 東京都市大学 総合研究所 マイクロナノシステム研究室 教授 

文部科学省研究振興局 参事官（ナノテクノロジー・物質・材料担当） 

81



4 

材料の社会実装に向けたプロセスサイエンス構築事業

（Materealize）の概要 

１. 課題実施期間及び評価時期

実施期間：令和元年度～令和７年度

中間評価：令和３年度及び令和５年度、事後評価：令和８年度を予定

２． 研究開発目的・概要 

・目的

革新的な機能を有するものの社会実装に繋がっていない素材について、①大学等

が学理・サイエンスを構築すること、②構築された学理・サイエンスを活用し、企

業が社会実装に向けた技術開発を行うための大学等と企業の連携体制(産学官から

の相談先)を構築することを目的としている。 

・概要

材料の社会実装に向けたプロセスサイエンスの効果的な発展が見込まれる、①ナ

ノ材料の界面・構造制御プロセスサイエンス分野及び②全固体電池を実現する接合

プロセス技術革新分野について、PD の強力なリーダーシップのもと、大学・国立研

究開発法人等に、マテリアルの製造プロセスにおける諸現象の解明から、学理・サ

イエンスに基づく製造プロセスの提案までを一気通貫で取り組む体制を構築する。

構築された体制は、プロセス技術上の課題解決のための産学官からの相談先とし

ても機能し、民間企業等における社会実装に向けた技術開発に貢献するとともに維

持・発展し、我が国全体のマテリアル分野の社会実装を加速することに貢献する。

（※ポンチ絵を参照） 

３． 研究開発の必要性等

（１）必要性

ナノテクノロジー・材料科学技術はエレクトロニクスや自動車、ロボット等、我が国の

基幹産業を支える要であり、我が国が高い国際競争力を有する分野である。なかでも材料

分野は現在でも我が国の輸出総額の 20%以上を占める重要な産業基盤であり、今後とも我

が国の産業競争力を維持・成長させていくために国としても重点的に推進すべき分野であ

る。しかしこれまでの材料研究開発に関する施策は新たなマテリアルの創出にフォーカス

されており、「使えるマテリアル」に作り込むために必要となる科学技術への施策が手薄

で、ナノテクノロジー・材料分野全体の研究開発のポートフォリオの重要な一角が不足し

ている状況にある。 

このような「使えるマテリアル」に作り込むために必要となる科学技術は、材料の構造

等をナノレベルで制御することが必要になったり、従来材料で使われてきたプロセスがそ

のまま適応できずより高いレベルの技術が要求されるようになってきている。また、持続
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可能な開発目標（SDGs）に掲げられているような材料開発が求められており、社会・産業

上の課題解決に必要な基礎研究に立ち返ってサイエンスを追及しつつ、技術体系として確

立し、「使える技術」とする必要性が出てきている。このような基礎に立ち返ることが求

められる科学技術について、それを担う人材育成も含め、産業界のみで取り組むことは難

しく、国が積極的に施策を講じる必要がある。 

仮に施策を講じなければ、旧来の生産技術が連綿と継承されるにとどまり、新規マテリ

アルの候補が次々に創出されても、それを社会実装するために必要な新たなプロセス技術

が確立していないがために、将来的に我が国が強みを有する材料分野の産業基盤が崩壊す

る可能性がある。また、「未来投資戦略 2018」（平成 30 年 6 月 15 日閣議決定）や「拡大

版 SDGs アクションプラン 2018」（平成 30 年 SDGs 推進本部決定）にも記載されている

「ナノテクノロジー・材料分野の研究開発戦略」においても「創出された革新的マテリア

ルを世に送り出すサイエンス基盤の構築」が重要な取組として位置付けられており、本施

策を実施する必要性は高いと考えられる。

（２）有効性

現在までの材料研究開発施策は、マテリアルそのものの研究に重点が置かれており、プ

ロセスサイエンスとあわせて世に出ていく段階まで作り上げる施策が不足している。それ

には、新材料そのものを創出する研究開発にとどまらず、材料の作り方にフォーカスを当

てたプロセスサイエンスに取り組む施策を実施することが有効であると考えられる。

本事業においては、工学基盤の広範な底上げが見込まれる具体的なターゲット設定の下、

産学官が連携した体制を構築し研究開発を推進することで、個別分野の要素理解や技術開

発を統合的に理解することが可能になる。 

また事業終了後においても、プロジェクトを通じて得られた成果をもとに、産学官が抱

える他のマテリアル等の課題解決に資するため、駆け込み寺としての相談先機能を残す仕

組みを構築する工夫があり、ナノテクノロジー・材料分野全体の研究開発のポートフォリ

オを埋めるための施策として有効であると考えられる。

（３）効率性

本事業では各大学や研究者毎に個別に実施されている研究開発活動をつなげ、一連の材

料創製プロセスに取り組む事業を構築することによって、個別支援では実施できないレベ

ルの研究開発を推進している。その波及的な効果としてマテリアルを作り上げていく過程

全体を把握する人材育成にも資するなど、もって我が国のナノテクノロジー・材料分野に

おけるプロセスサイエンスの基盤構築に向けて効果的・効率的に取り組むことが可能とな

る。

また、産学が共通で抱える課題に取り組むための仕掛けを構築することで、多様な人材

が集まることが期待でき、従来難しかったタイプの産学交流の機会を持つことにつながり、

社会実装に向けて真に必要な課題に取り組むことができる体制が構築される。 

事業の運営に当たっては、アカデミア出身の PD と、企業出身者等からなるプログラム

運営委員会を設置することで、複数企業との連携の下で社会実装に向けたニーズをとらえ

た領域のプロセス構築を行うことができる仕組みとなっている。 

さらに、新たなプロセスに関するサイエンスが構築されることで、従来方法では世に出

すことが難しく死蔵してしまっていた研究段階の材料を社会実装に繋げることができる
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と期待される。これにより、今まで我が国の材料研究開発施策によって創出されてきた成

果を有効活用することも見込まれるため、ナノテクノロジー・材料分野に対する研究開発

全体の費用対効果の向上に貢献することが考えられる。 

加えて、本事業はマテリアル創成の工程で生じている諸現象を科学的に明らかにするこ

とで、従来ノウハウとして貯められていた暗黙知による技術等の数値化が可能になり、デ

ータ駆動型の材料開発に対しても重要なデータを提供することが可能であると考えられ

る。 

４． 予算（執行額）の変遷 

年度 R1(初年度) R2 R3 R4 R5 翌年度以降 総額 

予算額 
306 百万 305 百万 305 百万 305 百万 305 百万 305 百万 

（見込額） 

2,136 百万 

（見込額） 

執行額 304 百万 303 百万 303 百万 303 百万 － － － 

５． 課題実施機関･体制(令和５年７月現在) 

ナノ材料の界面・構造制御プロセスサイエンス

代表研究者 国立大学法人東北大学 教授 阿尻雅文 

代表機関 国立大学法人東北大学 

分担機関 東京大学、産業技術総合研究所、一般財団法人ファインセラミックスセンター、 

東京農工大学、東北工業大学、早稲田大学、日本大学 

全固体電池を実現する接合プロセス技術革新 

代表研究者 国立研究開発法人物質・材料研究機構 フェロー 高田和典 

代表機関 国立研究開発法人物質・材料研究機構 

分担機関   一般財団法人ファインセラミックスセンター 

６． その他

プログラム運営委員会メンバー(令和５年７月現在) 

ＰＤ   松原英一郎  早稲田大学 ナノ・ライフ創新研究機構 研究院客員教授 

サブＰＤ 伊藤忠    元 富士フィルム株式会社 有機合成化学研究所 研究主幹 

ＰＯ 永野智己 科学技術振興機構 研究監／フェロー／総括ユニットリーダー 

ＰＯ 森脇章太 東洋紡株式会社 イノベーション戦略部 主席部員 

専門委員 大久保達也 東京大学 理事・副学長 

菅野了次  東京工業大学 科学技術創成研究院 

全固体電池研究ユニットリーダー・教授 

倉谷益功     旭化成株式会社 研究・開発本部 知的財産部長 

文部科学省研究振興局参事官（ナノテクノロジー・物質・材料担当） 
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データ創出・活用型マテリアル研究開発プロジェクトの概要 

１． 課題実施期間及び評価時期  

２０２１年度～２０３０年度 

中間評価 ２０２３年度（事業開始から３年目）及び２０２６年度（事業開始から６年目）、 

事後評価 ２０３０年度を予定 

２． 研究開発概要･目的 

本事業は、マテリアルの研究開発データが持続的かつ効率的に創出・蓄積・利活用される

マテリアルＤＸプラットフォームの中で、データ駆動型研究を推進して革新的機能を有す

るマテリアル創出と社会実装のボトルネックとなるプロセス技術の課題解決に取り組む。 

３． 予算（概算要求予定額）の総額 

２０２１年度概算要求予定額：調整中 

（ポンチ絵（参考資料）参照）

４． その他 

有望なシーズ技術に関しては、経済産業省（ＮＥＤＯ事業）・内閣府（ＳＩＰ）と連携する

ことにより、社会実装の実現を効率的かつ迅速に進める。 
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